
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成20年８月14日

【四半期会計期間】 第36期第１四半期（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

【会社名】 ぴあ株式会社

【英訳名】 PIA CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　矢内　廣

【本店の所在の場所】 東京都千代田区三番町五番地19

【電話番号】 ０３（３２６１）９１１１（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役コーポレート本部本部長　　松岡　慎一郎

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区三番町五番地19

【電話番号】 ０３（３２６５）９６０５

【事務連絡者氏名】 取締役コーポレート本部本部長　　松岡　慎一郎

【縦覧に供する場所】 株式会社　東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

EDINET提出書類

ぴあ株式会社(E03379)

四半期報告書

 1/28



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第36期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第35期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 26,255,015 98,196,187

経常損失（△）（千円） △347,529 △1,905,182

四半期（当期）純損失（△）（千

円）
△718,105 △2,502,379

純資産額（千円） 3,079,591 1,812,137

総資産額（千円） 27,131,328 22,910,920

１株当たり純資産額（円） 270.08 177.70

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△70.63 △254.69

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ －

自己資本比率（％） 11.2 7.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
2,786,447 △3,753,766

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△46,431 △3,214,936

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,014,970 △800,348

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
9,315,891 5,559,215

従業員数（人） 315 312

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 315 (593)

　（注）　従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載し

ております。

　

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 290 (537)

　（注）　従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載し

ております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間

(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

チケット事業（千円） －

出版事業（千円） 1,020,890

情報サービス他事業（千円） －

合計（千円） 1,020,890

　（注）１．金額はセグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

　当第１四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間

(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

チケット事業（千円） 22,387,655

出版事業（千円） －

情報サービス他事業（千円） 566,033

合計（千円） 22,953,688

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当社グループ（当社及び連結子会社）は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

(4）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間

(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

チケット事業（千円） 24,147,871

出版事業（千円） 1,202,887

情報サービス他事業（千円） 904,256

合計（千円） 26,255,015

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．当第１四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次の

とおりであります。

相　手　先

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

金　　額（千円） 割　　合（％）

（株）ファミマ・ドット・コム 6,362,973 24.2

　（注）　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

　(1）凸版印刷株式会社との契約

　平成20年５月29日付で、当社は、凸版印刷株式会社とインターネット関連事業の協業に係る業務提携を締結いたし

ております。

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

　　(1)業績の状況

 　　まず最初に、当第１四半期連結会計期間における営業キャッシュ・フローは、大幅に改善し27億86万円となりま

　 した。また、財務制限条項に抵触していたシンジケートローンについても完済し、平成20年３月期決算において注

　 記された継続企業の前提に関する重要な疑義事項の二点は第１四半期連結会計期間においては解消されました。   

 　　当社グループでは、先般発表した中期３ケ年計画に基づき、今年度につきましては、各種リストラ策の断行と主

   力チケット事業の従来の成長軌道への早期かつ確実な復帰による収益改善を確実に推進すべく、経営努力を重ねて

　 おります。この結果、当社グループの第１四半期の業績は、連結売上高262億55百万円(対前年同期比97.8％)、営

   業損失３億19百万円(対前年同期比89百万円良化)、経常損失３億47百万円(対前年同期比64百万円良化)、四半期純

　 損失７億18百万円(対前年同期比３億60百万円減)となり、期初想定通りのパスを辿っております。

 　　チケット事業におきましては、チケット販売売上高が前期の第４四半期は新システム移行に伴う一部不具合を

   生じたことにより、一時的に142億52万円（対前年同期比72％)まで抑制していたものが、当第１四半期では205億

　 37百万円(対前年第４四半期比144％)まで大幅に改善いたしました。また、＠ぴあ会員の会員数（平成20年３月末　　

　 423万人、平成20年６月末466万人）も順調に拡大しております。以上の結果、売上高は、241億48百万円(対前年同

　 期比97.0％)となり、営業利益は、１億78百万円(対前年同期比56%)となりました。

     出版事業におきましては、この間進めております堅実な販売政策により、売上高は、12億2百万円(対前年同

   期比95.0％)となりましたが、原価・経費の削減努力等により、営業損失は、39百万円(対前年同期比97百万円

　 良化)に留まりました。

 　　情報サービス他事業におきましては、デジタル情報売上の伸長により、売上高は、９億25百万円(対前年同期比

　 127.2％)、営業利益は、49百万円(対前年同期比88百万円良化)の黒字となりました。

　     全社コーポレートコストは、販管費抑制により、４億85百万円(対前年同期比44百万円減)となりました。

　     なお、リストラ策の一環として実施致しました希望退職のうち第１四半期確定分の割増退職金など３億98百万円

     を特別損失に計上しております。

　

(2)キャッシュ・フローの状況

 　　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は前連結会計年度末と比較して37億56百万円増加し、当

   第１四半期会計期間末は93億15百万円となりました。　　 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 　　営業活動によるキャッシュ・フローは、27億86百万円の収入となりました。この主要因は、税金等調整前四半期

　 純損失が７億34百万円、売掛債権の増加が８億23百万円及び仕入債務の増加が38億35百万円であったことによるも

　 のであります。　　 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 　　投資活動によるキャッシュ・フローは、46百万円の支出となりました。この主要因は、無形固定資産の取得によ

　 る33百万円によるものであります。　　 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 　　財務活動によるキャッシュ・フローは、10億14百万円の収入となりました。この主要因は、株式の発行による収

　 入19億90百万円、長期借入金の返済による支出９億円によるものであります。
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(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　  　　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　  　なお、当社は株式会社の支配に関する基本方針について定めており、その内容等は次のとおりであります。

　①本基本方針の内容

　イ.本基本方針の概要

　　当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、本基本方針に基づいた具体的な対応策　

　（以下「本プラン」という。）の導入を当社取締役会において決議し、本プランの内容を、証券取引所における適　

　時開示、当社事業報告等の法定開示書類における開示、当社ホームページ等への掲載等により周知させることによ

　り、当社株式に対する買付を行う者が遵守すべき手続があること、及び、当社が、買付者等による権利行使は認め

　られないとの行使条件、当社が買付者等以外の者から株式と引換えに新株予約権を取得するとの取得条項が付され

　た新株予約権の無償割当てを実施することがあり得ることを事前に警告することをもって、当社株式の大量取得行

　為に関する対応策（買収防衛策）とする。

　ロ.本プランの骨子

　　ａ．本プランの概要

　　　当社は、下記ｂに定める買付等を行う者又は提案する者（以下「買付者等」という。）に対し、下記ｃ以下

　　に定める手続に従って買付等を実施することを求め、当該買付等についての情報及び検討のための時間を確保す

　　る。検討等にあたっては、当社取締役会の恣意的判断を排するために、独立委員会（下記ｆで詳述）を設置す

　　る。また、下記ｅ(a)の各号のいずれかに該当する場合には、当該買付者等による権利行使は認められないとの

　　行使条件、当社が当該買付者等以外の者から株式と引換えに新株予約権を取得するとの取得条項等、下記ｅ(c)

　　に定める内容を有する新株予約権（以下「本新株予約権」という。）を、その時点の全ての株主に対して新株予

　　約権無償割当ての方法により割り当てるものとする。

　　ｂ．対象となる買付等

　　　本プランは下記(a)又は(b)に該当する当社株券等の買付又はこれに類似する行為（以下「買付等」という。）　

　　がなされる場合を適用対象とする。

　　　(a)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20%以上となる買付

　　　(b)当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合及びその特別関係者の株

　　　　 券等所有割合の合計が20%以上となる公開買付け

　　ｃ．買付者等に対する情報提供の要求

　　　買付者等は、当社取締役会が別段の定めをした場合を除き、買付等の実行に先立ち、当社取締役会に対して、

　　買付者等の詳細、買付等の目的、方法及び内容、買付等の価額の算定根拠、買付等の資金の裏付け、買付等の後

　　の当社グループの経営方針その他別途当社取締役会が本プランの導入に際して定める情報（以下「本必要情報」

　　という。）並びに当該買付者等が買付等に際して本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書

　　面（以下「買付説明書」と総称する。）を当社の定める書式により提出するものとする。

　　　当社取締役会は、買付説明書を受領した場合、買付説明書を受領した事実を法令及び証券取引所規則に従い適

　　時適切に開示すると共に、速やかにこれを独立委員会に提出する。独立委員会は、当該買付説明書の記載内容が

　　本必要情報として不十分であると判断した場合には、買付者等に対し、適宜回答期限を定めた上、追加的に情報

　　を提供するよう求めることがある。この場合、買付者等においては、当該期限までに、かかる情報を追加的に提

　　供するものとする。

　　　独立委員会は、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観点から、買付説明書及び本必要情報等の情

　　報の内容と当社取締役会の事業計画等との比較検討を行うために、当社取締役会に対しても、独立委員会が合理

　　的と認める期間内（但し、原則として60日間を超えないものとする。）に当該買付等の内容に対する意見、その

　　根拠資料、代替案その他独立委員会が適宜必要と認める情報・資料等の提示を求めることができる。

　　ｄ．買付等の内容の検討・買付者等との交渉

　　　上記ｃの提供が十分になされたと独立委員会が認めた場合、独立委員会は、原則として最長60日間の検討期

　　間（但し、必要な範囲で延長・再延長ができるものとし、その場合、延長・再延長の期間及び延長・再延長の理

　　由の概要を開示するものとする。以下「検討期間」という。）を設定する。買付者等は、検討期間が終了するま

　　では、買付等を開始することはできないものとする。

　　　独立委員会は、検討期間内において買付者等及び当社取締役会から提供された情報・資料等に基づき、当社の

　　企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観点から、買付者等の買付等の内容の検討、当社取締役会による代替

　　案の検討及び買付者等と当社取締役会の事業計画等に関する情報収集・比較検討等を行う。また、独立委員会

　　は、必要があれば、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から当該買付等の内容を改善させ

　　るために、直接又は間接に、当該買付者等と協議・交渉を行うことができるものとする。

　　　独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コ
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　　ンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を得ることができるものとする。

　　ｅ．新株予約権無償割当ての実施

　　　(a)独立委員会による実施・不実施の勧告

　　　　 独立委員会は、次の各号に定めるいずれかの場合には、当社取締役会に対し、本新株予約権の無償割当て

         の実施を勧告する。

　　　( i)買付者等が上記(3)に定める情報提供、検討期間の確保その他本プランに定める手続を遵守しなった場合

　　　(ii)買付者等及び当社取締役会から提供された情報・資料の評価・検討並びに買付者等との協議・交渉の結

　　　　　果、買付者等による買付等が下記(A)ないし(H)のいずれかに該当し、本新株予約権の無償割当てを実施す

　　　　　ることが相当であると認められる場合

　　　　　(A)下記に掲げる行為その他これに類似する行為により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対

　　　　　　　する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合

　　　　　　1)株式等を買占め、その株式等につき当社に対して高値で買取を要求する行為

　　　　　　2)当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等、当社の犠牲の下に買付

　　　　　　　者等の利益を実現する経営を行うような行為

　　　　　　3)当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為

　　　　　　4)当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その処

　　　　　　　分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って高

　　　　　　　値で売り抜ける行為

　　　　  (B)強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件を株主に

　　　　　　　対して不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買付を行うことをいう。）等株

　　　　　　　主に株式の売却を事実上強要するおそれのある買付等である場合

　　　　　(C)当社に、当該買付等に対する代替案を提示するために合理的に必要な期間を与えることなく行われ

　　　　　　　る買付等である場合

　　　　　(D)当社株主に対して、本必要情報その他買付等の内容を判断するために合理的に必要とされる情報を

　　　　　　　十分に提供することなく行われる買付等である場合

　　　　　(E)買付等の条件（対価の価額・種類、買付等の時期、買付等の方法の適法性、買付等の実行の可能

　　　　　　　性、買付等の後における当社の顧客・ユーザー、従業員、取引先その他の当社に係る利害関係者の処　

　　　　　　　遇方針等を含む。）が、当社の本源的価値に鑑み、著しく不十分又は不適当な買付等である場合

　　　　　(F)買付者等による買付等の後の経営方針又は事業計画等の内容が不十分又は不適当であるため、「ぴ

　　　　　　　あブランド」の維持又はサービスインフラ事業としての公共的性格若しくは顧客・ユーザーの利益の

　　　　　　　確保に重大な支障をきたすおそれのある買付等である場合

　　　　　(G)当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な当社の顧客・ユーザー、従業員、取引先等との関係又

　　　　　　　は当社の「ぴあブランド」の価値を破壊し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する重大な

　　　　　　　おそれをもたらす買付等である場合

　　　　　(H)買付者等が公序良俗の観点から支配株主として不適切であると判断される場合

　　　　但し、独立委員会は、当該勧告後買付者等が買付等を撤回した場合その他買付等が存しなくなった場合、又

　　　は上記勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、買付者等による買付等が上記(i)及び(ii)のいず

　　　れにも該当しないと独立委員会が判断するに至った場合には、本新株予約権の無償割当ての中止又は割当て後

　　　の本新株予約権の無償取得を含む別個の判断を行い、これを当社取締役会に勧告することができる。

　　　　一方、独立委員会は買付者等による買付等が、上記(i)及び(ii)のいずれにも該当しないと判断した場合、

　　　当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当てを実施しないことを勧告する。

　　　　但し、独立委員会は、当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、買付者等による買付等が上

　　　記(i)及び(ii)のいずれかに該当すると判断するに至った場合には、本新株予約権の無償割当ての実施を含む

　　　別個の判断を行い、これを当社取締役会に勧告することができる。

　　　　独立委員会は、①買付説明書の提出の事実とその概要、②提供された本必要情報の概要、③検討期間延長等

　　　の決議とその理由の概要、④独立委員会による勧告の事実とその概要について、当該事実の発生後速やかに、

　　　独立委員会が適切と認める事項について、情報開示を行う。　　

　　(b)当社取締役会の決議

　　　　 当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を受けて、これを最大限尊重して最終的に速やかに本新株予約権

　　　 の無償割当ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関としての決議（本新株予約権の無償割当ての中止

　　　 を含む。）を行うものとする。

　　　　 当社取締役会は、上記取締役会決議を行った場合速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と
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　　　 判断する事項について、情報開示を行う。

　　(c)新株予約権の無償割当ての主な内容

　　　　本新株予約権の無償割当ての主な内容は以下のとおりとする。

　　　(i)  本新株予約権の割当て対象となる株主

　　　　   当社取締役会が、本新株予約権の無償割当ての取締役会決議（以下「本新株予約権無償割当て決議」と　

           いう。）において別途定める割当期日（以下「割当期日」という。）における当社の最終の株主名簿又

　　　　　 は実質株主名簿に記載又は記録された当社以外の株主に対し、その保有する当社株式１株につき本新株

　　　　　 予約権2個を上限として当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める割合で、本新株

　　　　　 予約権を無償で割り当てる。

　　　(ii) 本新株予約権の無償割当ての効力発生日

　　　　　 当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める日とする。

　　　(iii)本新株予約権の目的である株式の種類及び数

　　　　   本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個あたりの目的である株式

           の数（以下「対象株式数」という。）は別途調整がない限り１株とする。

　　　(iv) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　　 本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出資される財産　

　　　　　 の当社株式１株あたりの価額は1円を下限とし当社株式1株の時価の2分の1の金額を上限とする金額の範

　　　　　 囲内で、当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める価額とする。

　　　(v)　本新株予約権の行使期間

　　　　　 本新株予約権の無償割当ての効力発生日又は本新株予約権無償割当て決議において、当社取締役会が別

　　　　　 途定める日を初日とし、1ヶ月間から3ヶ月間までの範囲で、当社取締役会が本新株予約権無償割当て決

　　　　　 議において別途定める期間とする。

　　　(vi) 本新株予約権の行使条件

　　　　　　(A)特定大量保有者、(B)特定大量保有者の共同保有者、(C)特定大量買付者、(D)特定大量買付者の特別

　　　　　　関係者、(E)上記(A)ないし(D)に該当する者から本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲

　　　　　　受け若しくは承継した者、(F)上記(A)ないし(E)記載の者の関連者（以下「特定買付者等」と総称す

　　　　　　る。）は、原則として本新株予約権を行使できない。

　　　(Vii)本新株予約権の譲渡制限

　　　　　 本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要する。

　　　(Viii)当社による本新株予約権の取得

　　　　　　当社は、いつでも特定買付者等以外の株主が保有する本新株予約権を取得し、これと引換えに、本新

　　　　　　株予約権１個につき対象株式数の当社普通株式を交付することができる。その他当社が本新株予約権を

　　　　　　取得できる場合及びその条件については、当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定

　　　　　　めるところによるものとする。

　　ｆ．独立委員会

　　　　当社は、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の導入に当たっては、その発動・不発動等

　　　に関する当社取締役会の恣意的判断を排するため、独立委員会を設置する。独立委員会は3名以上の委員によ

　　　り構成され、委員は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、(A)当社社外取締役、(B)当社社外監査

　　　役又は(C)社外の有識者（実績ある会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通している者、弁護士、公認

　　　会計士及び学識経験者等）から選任され、公表されるものとする。

　　　　独立委員会の決議は、原則として、委員のうち3分の2以上が出席し、その過半数をもってこれを行う。

　　　　その他、独立委員会に関する事項については、別途当社取締役会において定めるものとする。

　　ｇ．その他

　　　　上記ａないしｆに定めるほか、本プランの詳細は、別途当社取締役会が本プランの導入を決定する決議に

　　　おいて定めるものとする。また、上記ａないしｆで引用する法令の規定は、法令の新設又は改廃により、上

　　　記ａないしｆに定める条項ないし用語の意義等に修正を加える必要が生じた場合には、当社取締役会におい

　　　て、当該新設又は改廃の趣旨を考慮の上、上記ａないしｆに定める条項ないし用語の意義等を適宜合理的な

　　　範囲内で読み替えることができるものとする。

　ハ.本基本方針の有効期間、廃止及び変更

　　　本基本方針の有効期間は、本株主総会終了後2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

　　総会の終結の時までとする。

　　　但し、かかる有効期間の満了前であっても、当社株主総会において本基本方針を変更又は廃止する旨の決議が

　　行われた場合には、本基本方針は当該決議に従いその時点で変更又は廃止される。この場合、本プランは、速や
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　　かに、変更後の基本方針に従うよう変更され、又は廃止されるものとする。

　ニ.本基本方針の合理性

　　ａ．買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

　　　　本基本方針は、経済産業省及び法務省が平成17年5月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又

　　　は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を全て充足しています。

　　ｂ．株主意思を重視するものであること

　　　　本基本方針は、本総会において承認可決されることにより決定されます。また、上記ハに記載したとおり、

　　　本基本方針は有効期間を約2年間とするいわゆるサンセット条項が付されています。また、その有効期間の満

　　　了前であっても、当社株主総会において、本基本方針の変更又は廃止の決議がなされた場合には、本基本方針

　　　も当該決議に従い変更又は廃止されることになります。以上の意味において、本基本方針の消長及び内容は、

　　　当社株主総会の意思に基づくこととなっております。

　　ｃ．　独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　　　　当社は、本基本方針の導入に当たり、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために本プランの

　　　発動等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として独立委員会を設置します。

　　　　独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社の社外監査役、社外取締役又は社外の

　　　有識者から選任される委員3名以上により構成されます。

　　　　また、独立委員会の判断概要については必要に応じ株主の皆様に情報開示をすることとし、当社の企業価

　　　値・株主共同の利益に資する範囲で本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保しています。

　　ｄ．合理的な客観的発動要件の設定

　　　　本基本方針は、上記ロ.ｅ(a)にて記載したとおり、予め定められた合理的客観的発動要件が充足されなけれ

　　　ば発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保して

　　　います。

　ホ.株主の皆様への影響

　　ａ．本基本方針の導入時に株主の皆様に与える影響

　　　　本基本方針導入時においては、本新株予約権の無償割当て等自体を行わないため、株主及び投資家の皆様の

　　　権利・利益に直接具体的な影響が生じることはありません。

　　ｂ．　本新株予約権の無償割当て時に株主の皆様に与える影響

　　　　当社取締役会が本新株予約権の無償割当て決議において、別途定める割当て期日における株主の皆様に対

　　　し、その保有する株式１株につき本新株予約権2個を上限として当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議

　　　において別途定める割合で、本新株予約権が無償で割り当てられます。仮に、株主の皆様が、権利行使期間

　　　内に、所定の行使価額等の金銭の払い込みその他本新株予約権に係る手続を経なければ、他の株主の皆様によ

　　　る本新株予約権の行使により、その保有する当社株式が希釈化することになります。但し、当社は、当社取締

　　　役会の決定により、特定買付者等以外の株主の皆様から本新株予約権を取得し、それと引換えに当社株式を交

　　　付することがあります。当社がかかる取得の手続をとった場合、特定買付者等以外の株主の皆様は、本新株予

　　　約権の行使及び所定の行使価額相当の金銭の払込みをすることなく、当社株式を受領することとなるため、保

　　　有する当社株式の希釈化は生じません。

　　　　なお、本新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後において、当社が、本新株予約権の無償割

　　　当てを中止し、又は無償割当てされた本新株予約権を無償取得する場合には、一株あたりの株式の価値の希釈

　　　化は生じませんので、一株あたりの株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った投資家の皆様

　　　は、株価の変動により相応の損害を被る可能性があります。

　

(4)研究開発活動

　　　 該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 33,000,000

計 33,000,000

②【発行済株式】

種類

第１四半期会計期間末現
在発行数（株）

（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,294,113 11,294,113
東京証券取引所

（市場第一部）
－

計 11,294,113 11,294,113 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法

　　　　に基づく新株引受権の権利行使および新株引受権付社債の権利行使を含む）により発行された株式数は含まれて

　　　　おりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第341条ノ2の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

①平成16年６月30日取締役会決議 

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 4

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,244

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,761(注)１

新株予約権の行使期間
自　平成16年７月28日

至　平成21年７月14日(注)２

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　2,761

資本組入額　　　1,381

新株予約権の行使の条件
１個の本新株予約権の一部のみを行使することはでき

ないものとする。　　　　

新株予約権の譲渡に関する事項 該当事項なし。

代用払込みに関する事項

旧商法第341条ノ３第１項第７号及び第８号により、本

社債権者が本新株予約権を行使したときは、かかる行使

をした者から、当該本新株予約権が付された本社債の全

額の償還に代えて、当該本新株予約権の行使に際して払

込をなすべき額の金額の払込がなされたものとする旨

の請求があったものとみなす。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

新株予約権付社債の残高（円） 20,000,000

 （注）１．本新株予約権の行使時の払込金額（以下、転換価額という）は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社

　　　　　 普通株式の時価を下回る発行価額または処分価額で当社普通株式を発行または処分する場合には、以下の算

　　　　　 式により調整されます。なお、以下の算式において、「既発行済株式数」は当社の発行済普通株式総数（た

　　　　   だし自己株式数は除く）をいいます。　　　 

    

既発行株式数＋
交付株式数×１株当たり払込金額または譲渡価額

調整後転換価額 ＝調整前転換価額 ×
１株当たり時価

既発行株式数　　＋　　交付株式数

 　　　 　このほか転換価額は、当社普通株式の分割または併合、時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請　

　　　　  求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む）の発行その他一定の場合にも適宜調整され　　　　 

　　　　 ます。

　　　２．平成21年７月14日以前に当社による任意繰上償還（コールオプション）、税制変更による繰上償還又は株式

　　　　　交換・株式移転による繰上償還のいずれかによる期中償還が行われる場合には、当該償還日に先立つジュネー

　　　　　ブ市における５銀行営業日目の日の銀行営業終了時まで、本新株予約権付社債の所持人からの請求による繰上

　　　　　償還（プットオプション）に従って本新株予約権付社債券が償還請求のために預託された場合には、平成19年

　　　　　７月20日に先立つ５銀行営業日目の日のジュネーブ市における銀行営業終了時まで、債務不履行等による強制

　　　　　償還により本社債が期限の利益を喪失した場合には、かかる期限の利益喪失時までとします。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年４月１日～　

　　　　　　　　　　　　　　　

平成20年６月30日　

　　　　　　　　　　　　　
　

1,376,500 11,294,113 1,000,027 4,475,385 1,000,027 2,536,143

　（注）第三者割当

　　　　発行価格　　　　1,453円

　　　　資本組入額　　　726.5円

　　　　主な割当先　　凸版印刷㈱、㈱経営共創基盤、他３者

　

（５）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、凸版印刷株式会社から平成20年６月13日付の大量保有報告書の写しの送付

があり、平成20年６月13日現在で985千株を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が

確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

　なお、凸版印刷株式会社の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。

　　  大量保有者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　凸版印刷株式会社

　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京都台東区台東一丁目５番１号

　　　保有株券等の数　　　　　　　　　　　　　　　　　株式　985,509株

　　　株券等保有割合　　　　　　　　　　　　　　　　　8.73%
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式　   22,300 － 　－

完全議決権株式（その他） 　普通株式  9,893,900 98,939 　－

単元未満株式 　普通株式　　　1,413 － 　－

発行済株式総数 9,917,613 － －

総株主の議決権 － 98,939 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。また、「議　　

　　　　決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　ぴあ株式会社
　東京都千代田区三番町５

番地19
22,300 － 22,300 0.22

計 － 22,300 － 22,300 0.22

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 1,766 1,780 1,579

最低（円） 1,725 1,505 1,080

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」

（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則

を適用しています。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

おります。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から名

称変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成２０年６月３０日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成２０年３月３１日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,415,891 5,659,215

受取手形及び売掛金 9,685,141 8,861,506

商品及び製品 141,140 66,435

仕掛品 16,400 5,490

原材料及び貯蔵品 11,390 10,877

その他 957,204 1,025,135

貸倒引当金 △21,669 △20,469

流動資産合計 20,205,499 15,608,192

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 18,937

※1
 19,600

工具、器具及び備品（純額） ※1
 41,268

※1
 43,321

土地 6,240 6,240

有形固定資産合計 66,446 69,162

無形固定資産

のれん 114,334 149,839

ソフトウエア 5,153,059 5,416,051

ソフトウエア仮勘定 24,270 37,529

その他 64,080 64,277

無形固定資産合計 5,355,744 5,667,697

投資その他の資産

投資有価証券 525,139 584,262

その他 1,146,509 1,144,033

貸倒引当金 △168,011 △162,427

投資その他の資産合計 1,503,637 1,565,867

固定資産合計 6,925,829 7,302,727

資産合計 27,131,328 22,910,920
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成２０年６月３０日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成２０年３月３１日）

負債の部

流動負債

買掛金 17,435,819 13,600,661

短期借入金 200,000 275,000

1年内返済予定の長期借入金 1,112,800 1,327,800

未払金 711,741 843,655

賞与引当金 71,061 167,189

返品調整引当金 331,000 391,000

持分法適用に伴う負債 17,095 16,553

未払法人税等 15,155 21,479

その他 1,176,147 1,107,327

流動負債合計 21,070,820 17,750,667

固定負債

社債 20,000 20,000

長期借入金 2,147,400 2,833,100

退職給付引当金 365,402 51,988

役員退職慰労引当金 143,010 150,825

その他 305,104 292,202

固定負債合計 2,980,916 3,348,116

負債合計 24,051,737 21,098,783

純資産の部

株主資本

資本金 4,475,385 3,475,358

資本剰余金 2,933,852 1,933,825

利益剰余金 △4,295,089 △3,576,983

自己株式 △61,327 △61,250

株主資本合計 3,052,821 1,770,949

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,330 848

為替換算調整勘定 △12,929 △13,434

評価・換算差額等合計 △8,599 △12,585

少数株主持分 35,369 53,773

純資産合計 3,079,591 1,812,137

負債純資産合計 27,131,328 22,910,920

EDINET提出書類

ぴあ株式会社(E03379)

四半期報告書

17/28



（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

売上高 26,255,015

売上原価 23,890,289

売上総利益 2,364,725

返品調整引当金戻入額 391,000

返品調整引当金繰入額 331,000

差引売上総利益 2,424,725

販売費及び一般管理費 ※1
 2,744,116

営業損失（△） △319,390

営業外収益

受取利息 1,006

受取配当金 1,686

持分法による投資利益 1,391

その他 4,909

営業外収益合計 8,994

営業外費用

支払利息 25,365

株式交付費 9,307

その他 2,459

営業外費用合計 37,132

経常損失（△） △347,529

特別利益

役員退職慰労引当金戻入額 11,944

特別利益合計 11,944

特別損失

固定資産除却損 480

投資有価証券評価損 77,561

借入金一括返済違約金 2,120

役員保険解約違約金 7,680

特別退職金 310,573

特別損失合計 398,415

税金等調整前四半期純損失（△） △734,000

法人税、住民税及び事業税 9,523

法人税等調整額 △2,354

法人税等合計 7,169

少数株主損失（△） △23,064

四半期純損失（△） △718,105
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △734,000

減価償却費 289,213

株式交付費 9,307

退職給付引当金の増減額（△は減少） 313,413

のれん償却額 35,505

受取利息及び受取配当金 △2,693

支払利息 25,365

投資有価証券評価損益（△は益） 77,561

有形及び無形固定資産除却損 480

売上債権の増減額（△は増加） △823,543

たな卸資産の増減額（△は増加） △86,127

仕入債務の増減額（△は減少） 3,835,158

未払金の増減額（△は減少） △107,883

その他 △10,157

小計 2,821,599

利息及び配当金の受取額 3,941

利息の支払額 △25,032

法人税等の支払額 △14,061

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,786,447

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,202

無形固定資産の取得による支出 △33,453

その他 △11,775

投資活動によるキャッシュ・フロー △46,431

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △75,000

長期借入金の返済による支出 △900,700

株式の発行による収入 1,990,747

自己株式の取得による支出 △76

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,014,970

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,689

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,756,675

現金及び現金同等物の期首残高 5,559,215

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 9,315,891
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　当社グループは、前連結会計年度において1,787,284千

円の営業損失、1,905,182千円の経常損失、2,502,379千円

の当期純損失及び3,753,766千円のマイナスの営業

キャッシュ・フローを計上しました。また、当第１四半

期連結会計期間においても319,390千円の営業損失、

347,529千円の経常損失、718,105千円の四半期純損失を

計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しています。

　当社グループは、こうした経営成績と財務基盤の毀損

を踏まえて、以下のような施策からなる当年度からの

３ヶ年中期経営計画を策定・発表いたしました。爾後、

安定的黒字経営基盤の早期形成と財務基盤の早期回復

を目指して活動を継続してまいりましたが、結果、当第

１四半期連結会計期間における営業キャッシュ・フ

ローは、2,786,447千円のプラスに転じております。な

お、財務制限条項に抵触していたシンジケートローン

については平成20年６月末に一括返済しております。

その意味では、継続企業の前提に関する重要な疑義の

解決に向けて前進をしました。

　さらには、

　１．各種リストラの断行による大幅なコスト削減の　

　

　　　実現

　２．経営の刷新とガバナンスの強化

　３．資本増強（平成20年６月に第三者割当により20

　　　億円を増資）を含む資本・業務提携の具現化

　　　と、上記の計画を実行していくことにより、継続企

　　　業の前提に関する重要な疑義の完全解消に向け邁進

　　　しております。

　　　四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成さ

　　れており、このような重要な疑義の影響を四半期連結

　　財務諸表には反映しておりません。　
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

　(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

　　の変更

　たな卸資産

　　通常の販売目的で保有するたな卸資産　

　については、従来、総平均法による原価

　法によっておりましたが、当第１四半期

　連結会計期間より「棚卸資産の評価に関

　する会計基準」（企業会計基準第９号　

　平成18年７月５日）が適用されたことに

　伴い、総平均法による原価法（貸借対照

　表価額については収益性の低下に基づく

　簿価切下げの方法）により算定しており

　ます。

　　これによる損益に与える影響はありま

　せん。

　 　(2)「連結財務諸表作成における在外子　

　　会社の会計処理に関する当面の取扱

　　い」の適用

　　当第１四半期連結会計期間より、「連

　結財務諸表作成における在外子会社の会

　計処理に関する当面の取扱い」（実務対

　応報告第18号　平成18年５月17日）を適

　用しております。

　　これによる損益に与える影響はありま

　せん。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実

績率等が前連結会計年度末に算定した

ものと著しい変化がないと認められる

ため、前連結会計年度末の貸倒実績率等

を使用して貸倒見積高を算定しており

ます。　

２．固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している資産について

は、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によって

おります。

３．経過勘定項目の算定方法 　固定費的な要素が大きく、予算と実績

の差異が僅少なものについては、合理的

な算定方法による概算額で計上する方

法によっております。

４．連結会社相互間の債権債

務及び取引の相殺消去

　連結会社相互間の債権と債務の相殺消

去

　　当該債権の額と債務の額に差異が　

　見られる場合には、合理的な範囲内

　で当該差異の調整を行わないで債権

　と債務を相殺消去しております。

　連結会社相互間の取引を相殺消去

　　取引金額に差異がある場合で当該

　差異の重要性が乏しいときには、親

　会社の金額に合わせる方法により相

　殺消去しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、80,724千円であ

　　ります。　

　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、127,383千円で

　　あります。　

　

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

　　は次のとおりであります。

　　　　販売手数料　　　　　　  　　512,266千円

　　　　貸倒引当金繰入額　　　 　 　  6,783千円

　　　　給与手当及び賞与　　　  　　838,988千円

　　　　賞与引当金繰入額　　　  　　 60,757千円

　      退職給付費用　　　　   　　　66,109千円

　      役員退職慰労引当金繰入額　    4,128千円

　      業務委託費　　　　　　　  　341,359千円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）

　 （千円）

　現金及び預金勘定 9,415,891

　預入期間が３ケ月を超える定期預金 △100,000

　現金及び現金同等物 9,315,891
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　11,294,113株

　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　　22,445株

　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

　

５．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成20年６月13日付で、凸版印刷株式会社、株式会社経営共創基盤及びほか３者より第三者割当増資

の払込みを受けました。この結果、当第１四半期連結会計期間において資本金が1,000,027千円、資本準備金が

1,000,027千円増加し、当第１四半期連結会計期間末において資本金が4,475,385千円、資本剰余金が2,933,852千

円となっております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年4月1日　至平成20年6月30日）

 
チケット事業
（千円）

出版事業
（千円）

情報サービス他
事業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高     　  

(1)外部顧客に

 　対する売上高  
24,147,871 1,202,887 904,256 26,255,015 － 26,255,015

(2)セグメント間の

　 内部売上高又は

　 振替高　 

821 20 21,460 22,302 (22,302) －

 　　　計　 24,148,692 1,202,908 925,716 26,277,317 (22,302) 26,255,015

営業費用 23,970,686 1,242,232 876,115 26,089,034 485,371 26,574,406

営業利益又は営業

損失(△)
178,006 △39,324 49,601 188,283 (507,674) △319,390

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品等の種類、性質及び販売の方法の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品及び役務

事業区分 主要製品及び役務

チケット事業 オンラインチケット販売関連事業

出版事業 雑誌、書籍、ムックス

情報サービス他事業 ネット関連及び新規事業

　

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間において、本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合が90％

超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

 　　 　当第１四半期連結累計期間において、海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の

      記載を省略しております。
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（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 270.08円 １株当たり純資産額 177.70円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 70.63円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失である

ため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 70.63

四半期純損失（千円） 718,105

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 718,105

期中平均株式数（千株） 10,167

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

　－

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っておりま

すが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないた

め、記載しておりません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２０年８月１４日

ぴあ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 青木　俊人　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 根津　昌史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているぴあ株式会社の平成

20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ぴあ株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　追記情報

　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況に記載されているとおり、会社は、前連結会計年度において

1,787,284千円の営業損失、1,905,182千円の経常損失、2,502,379千円の当期純損失及び3,753,766千円のマイナスの営業キャッ

シュ・フローを計上した。また、当第１四半期連結会計期間においても319,390千円の営業損失、347,529千円の経常損失、

718,105千円の四半期純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営

者の対応等は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な

疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映していない。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社別途保管し

ております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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